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(57)【要約】
【課題】　流体資源等の海底等からの輸送等に使用され
るライザー管と海洋構造物との間に発生するすべての方
向の曲げモーメントをほぼ完全に逃がすとともにせん断
荷重も逃がし、瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を吸収
することができ、なおかつ懸吊部材が管の外部に設けら
れているライザー管の懸吊装置および係留管の連結装置
を提供すること。
【解決手段】　海洋構造物の固定管３へ流体を輸送する
ライザー管１と、固定管３とライザー管１との間に設け
られており両者を連結する可撓管継手８と、ライザー管
１の洋上浮体底板７に対する相対的な変位の自由度を有
するようにライザー管１を洋上浮体底板アーム１１に懸
吊する可撓管継手８の周囲に複数設けられている回転吊
り要素１２および１５、可撓吊り要素１３および１６、
ならびに中間リング１０により、ライザー管１の洋上浮
体底板７に対する相対的な角変位や水平方向への相対移
動を可能にする。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海洋構造物へ流体を輸送または海洋構造物から流体を輸送するライザー管と、
　前記海洋構造物と前記ライザー管との間に設けられており、前記海洋構造物と前記ライ
ザー管とを連結する可撓管と、
　少なくとも前記ライザー管の軸方向に前記海洋構造物に対する相対的な自由度を有する
ように前記ライザー管を前記海洋構造物に懸吊する前記可撓管の周囲に複数設けられてい
る懸吊手段と、
　前記懸吊手段に係合され前記ライザー管の前記海洋構造物に対する相対的な角変位と水
平方向の相対移動を可能にする自由度付与手段を備えていることを特徴とするライザー管
の懸吊装置。
【請求項２】
　複数の前記懸吊手段が、前記ライザー管の軸方向の圧縮荷重を伝えない構造とされてい
ることを特徴とする請求項１に記載のライザー管の懸吊装置
【請求項３】
　前記自由度付与手段として中間リングを有し、前記懸吊手段が、上部懸吊手段および下
部懸吊手段から構成されており、
　前記上部懸吊手段が、前記海洋構造物と前記中間リングに係止されており、
　前記下部懸吊手段が、前記中間リングと前記ライザー管に係止されていることを特徴と
する請求項１または２に記載のライザー管の懸吊装置。
【請求項４】
　前記上部懸吊手段および前記下部懸吊手段をそれぞれ２つずつ備えており、
　前記上部懸吊手段の２つの上部懸吊手段係止部は前記中間リングの中心点を介して対向
するように配置されており、
　前記下部懸吊手段の２つの下部懸吊手段係止部は前記中間リングの中心点を介して対向
するように配置されており、
　２つの上部懸吊手段係止部を結んだ直線を含む前記ライザー管の管軸に平行な面と、２
つの前記下部懸吊手段係止部を結んだ直線を含む前記ライザー管の管軸に平行な面とが、
略９０度の角度で交わることを特徴とする請求項３に記載のライザー管の懸吊装置。
【請求項５】
　前記上部懸吊手段係止部および／または前記下部懸吊手段係止部が、回転要素により構
成されていることを特徴とする請求項４に記載のライザー管の懸吊装置。
【請求項６】
　前記回転要素が略同一平面内に位置しており、
　前記上部懸吊手段係止部の回転要素の回転軸が略同一直線上にあり、
　前記下部懸吊手段係止部の回転要素の回転軸が略同一直線上にあることを特徴とする請
求項５に記載のライザー管の懸吊装置。
【請求項７】
　前記上部懸吊手段および前記下部懸吊手段のそれぞれが回転吊り要素をその両端に有し
ており、
　前記上部懸吊手段の有する回転吊り要素の一方が前記海洋構造物の底板アームに他方が
前記中間リングにそれぞれ係止されており、
　前記下部懸吊手段の有する回転吊り要素の一方が前記中間リングに他方がライザー管の
一部を構成する端部に設けられている可動管の管アームにそれぞれ係止されていることを
特徴とする請求項５または６に記載のライザー管の懸吊装置。
【請求項８】
　前記懸吊手段が、２連以上のチェーンであることを特徴とする請求項１乃至７の何れか
に記載のライザー管の懸吊装置
【請求項９】
　海洋浮体構造物を係留する係留管と、
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　少なくとも前記係留管の軸方向に前記海洋浮体構造物に対する相対的な自由度を有する
ように前記係留管を前記海洋浮体構造物に懸吊する複数の懸吊手段と、
　前記懸吊手段に係合され前記係留管の前記海洋浮体構造物に対する相対的な角変位と水
平方向の相対移動を可能にする自由度付与手段を備えていることを特徴とする係留管の連
結装置。
【請求項１０】
　前記海洋浮体構造物が前記係留管によりテンションレグ方式で係留されており、
　前記海洋浮体構造物と前記係留管との間に設けられており、前記海洋浮体構造物と前記
係留管とを連結する可撓管を備えていることを特徴とする請求項９に記載の係留管の連結
装置
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水、油、ガスなどの流体資源などの流体を、海底または海中から海洋構造物
まで輸送、あるいは液化二酸化炭素などの流体を海洋構造物から海底または海中まで輸送
するために使用されるライザー管の懸吊装置ならびに海洋浮体構造物を係留する係留管の
連結装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水、油、ガスなど、様々な流体を海底または海中から洋上浮体などの海洋構造物まで輸
送する作業においては、ライザー管と呼ばれる主に金属製の円管が用いられることが多い
。これらのライザー管は、使用される水深にもよるが、その外径に比して軸方向の長さが
著しく大きな線状構造物となる場合が多く、潮流、波浪、洋上浮体の動揺の影響を受けて
水中で様々な弾性挙動をするため、接合部において過大な応力が発生して疲労や破断、座
屈などの損傷が生じる恐れがある。また、海洋構造物とライザー管は互いに影響を及ぼし
ながら連成した運動をするため、接合部の構造を適切に設計しておかないと共振などの危
険な現象が起こる恐れがある。
【０００３】
　このような海洋構造物とライザー管の接合部における過大応力の発生を防止したり、海
洋構造物とライザー管の強い連成運動による悪影響を回避するために重要なことは、前記
接合部に発生する様々な方向の曲げモーメントやせん断荷重をうまく逃がすことと、前記
接合部に管軸方向の圧縮荷重が作用しないようにすることであるが、その具体的方法の一
つとしてチェーンおよび可撓管継手を用いた懸吊方法がある（非特許文献１、特許文献１
～５）。
【０００４】
　非特許文献１に記載の海洋肥沃化装置においては、水深約２００ｍの海洋深層水を海面
近くまで引き揚げるための取水用ライザー管を図１０に模式的に示すごとく２本のチェー
ンにより洋上浮体底から懸吊し、ライザー管の上端部近傍に可撓管継手を設けることによ
り、ライザー管と浮体の間に発生する曲げモーメントを軽減すると同時に、瞬間的な管軸
圧縮方向の相対変位が生じてもチェーンおよび可撓管継手で吸収できるような懸吊機構を
採用している。
　しかしながら、この方法による懸吊機構では、洋上浮体やライザー管が２本のチェーン
を含む平面内で異なる回転運動をした場合、洋上浮体とライザー管の間に生じる前記平面
内の曲げモーメントを完全に逃がすことはできず、場合によっては瞬間的な片方のチェー
ンの弛緩とそれに続く衝撃的な引張荷重（スナップ荷重）の発生により、懸吊機構に過大
な応力が生じる恐れがある。
　また、上記平面内の曲げモーメントが一定程度チェーンを通じて伝達されることにより
、洋上浮体の上記平面内における回転運動の振動数とライザー管の固有振動数が近くなる
と共振現象が起こる恐れがある。このため、それを回避するための特別な配慮、すなわち
、振動解析によるライザー管の諸元設定などが必要となり、ライザー管の板厚や外径、長
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さなどの選択範囲が狭められることになる。
【０００５】
　特許文献１には、取水用ライザー管の上端部に２個の分離した管要素を設け、両者を可
撓管継手で繋ぐと同時に管の内部に設けた１本の可撓連結要素（例えばチェーン）および
２個の連結部材によって連結してライザー管を懸吊する方法が記載されている。この方法
を用いれば、洋上浮体とライザー管の間に発生するすべての方向の曲げモーメントを逃が
すことが可能であるが、管の内部に懸吊用の可撓連結要素および連結部材を設ける必要が
ある。このため、これら要素や部材によって管内の水の滑らかな流れが阻害されてしまう
という欠点がある。また、ライザー管を懸吊する主要な強度部材である懸吊部材が管の内
部に隠れてしまうため、懸吊部材の健全性の検査やメンテナンスがしにくいという欠点も
ある。加えて、特に長期に亘り使用する場合などには、懸吊部材を構成する金属などの材
料が腐食や摩耗により部材表面から遊離して管内の流体を汚染する恐れがある。
【０００６】
　特許文献２には、洋上浮体とライザー管とをケーブルで接続した構造体が記載されてい
る。しかし、同文献に記載されている構造体は、洋上浮体とライザー管とがシールされて
おり管軸方向に自由度を持たないものであることから、洋上浮体とライザー管とを接続す
るケーブルにより、ライザー管の瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を吸収することはでき
ない。
【０００７】
　特許文献３には、引張脚プラットフォームとライザー管との間に弾性組立体を備えたラ
イザー管支持装置が開示されている。同文献に記載されているライザー管支持装置は、ラ
イザー管の瞬間的な管軸方向の相対変位を弾性体の変形によって吸収することを目的とし
ている。しかし、弾性体が変形するためには両側からの外力変化が必要であることから、
場合によってはライザー管に圧縮方向の荷重が作用するおそれがある。また、ライザー管
の瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を弾性体のみによって完全に吸収することはできない
。
【０００８】
　特許文献４には、ライザー構造物とフロートとを連結する連結装置に、フロートに関し
てライザー構造物が僅かに旋回することを可能とする旋回軸を設け、フロートと海洋構造
物とを伸縮式接続装置によって接続した構造が開示されている。しかし、伸縮式接続装置
は、フロートと海洋構造物との間の相対的な変位を逃がすものであって、フロートとライ
ザー管との間の相対変位（管軸方向の圧縮荷重）を逃がすものではない。また、ライザー
構造物とフロートとは、連結装置によってライザー構造物の軸方向に固定されていること
から、ライザー構造物はフロートに対してその軸方向に相対的に変位することができない
。このため、フロートを小型の洋上浮体と考えると、ライザー管に圧縮方向の荷重が作用
するおそれがある。
【０００９】
　特許文献５には、非特許文献１に記載の海洋肥沃化装置と同様の装置が記載されている
が、上述したとおり当該海洋肥沃化装置には、スナップ荷重の発生により、懸吊機構に過
大な応力が生じる恐れがあり、また、共振現象を回避するための特別な配慮も必要になる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許ＵＳ７，３１８，３８７　Ｂ２
【特許文献２】米国特許４，２７３，０６８
【特許文献３】特開平８－３１９７８９号公報
【特許文献４】特表２００２－５３７１７１号公報
【特許文献５】特開２００５－２９１４６４号公報
【非特許文献】
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【００１１】
【非特許文献１】宮部宏彰他、「海洋肥沃化装置『拓海』の開発」、石川島播磨技報Vol.
44, No.3 (2004-5),209p-214p
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　このように、水、油、ガスなどの流体を海底または海中から洋上浮体まで輸送するため
に使用されるライザー管を懸吊する方法や装置は、これまでにもいくつか提案されている
。しかし、洋上浮体とライザー管の間に発生するすべての方向の曲げモーメントをほぼ完
全に逃がすとともにせん断荷重も逃がし、瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を吸収するこ
とができ、懸吊部材が管の外部にあって検査やメンテナンスが容易であり、管内流体の滑
らかな流れが損なわれたり管内流体が汚染されたりすることがないライザー管の懸吊装置
は未だ確立されていない。
【００１３】
　そこで、本発明は、流体資源などの流体を海底または海中から洋上浮体まで輸送するた
めに使用されるライザー管について、洋上浮体とライザー管の間に発生するすべての方向
の曲げモーメントをほぼ完全に逃がすとともにせん断荷重も逃がし、瞬間的な管軸圧縮方
向の相対変位を吸収することができ、なおかつライザー管を懸吊する強度部材が管の外部
に設けられており検査やメンテナンスが容易なライザー管の懸吊装置、ならびにこのライ
ザー管の懸吊装置と同様な技術を用いた係留管の連結装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　請求項１に記載の本発明のライザー管の懸吊装置は、海洋構造物へ流体を輸送または海
洋構造物から流体を輸送するライザー管と、前記海洋構造物と前記ライザー管との間に設
けられており、前記海洋構造物と前記ライザー管とを連結する可撓管と、少なくとも前記
ライザー管の軸方向に前記海洋構造物に対する相対的な自由度を有するように前記ライザ
ー管を前記海洋構造物に懸吊する前記可撓管の周囲に複数設けられている懸吊手段と、前
記懸吊手段に係合され前記ライザー管の前記海洋構造物に対する相対的な角変位および水
平方向の相対移動を可能にする自由度付与手段を備えていることを特徴とする。
　ここで、「海洋構造物」には、浮体、船、海洋建築物、水中構造物等が含まれ、例えば
カスピ海のような広大な湖において用いられる浮体、船、海洋建築物、水中構造物等も含
まれる。
　また、「ライザー管の軸方向に前記海洋構造物に対する相対的な自由度を有する」とは
、前記ライザー管の前記海洋構造物に対する相対的な位置が、ライザー管の軸方向に沿っ
て変位可能であることをいう。
　また、「前記ライザー管の前記海洋構造物に対する相対的な角変位」とは、前記ライザ
ー管の管軸と前記海洋構造物の成す相対的な角度が変化することをいう。なお、ここで、
ライザー管の管軸と海洋構造物の成す相対的な角度とは、ライザー管の管軸と、海洋構造
物に固定された軸（例えば海洋構造物の底板に立てた垂直軸）の成す角度のことをいう。
　また、「前記ライザー管の前記海洋構造物に対する水平方向の相対移動」とは、懸吊手
段の移動により前記ライザー管の前記海洋構造物に対する相対的な位置が、水平方向に変
位することをいう。なお、ここで、水平方向に変位するとは、ライザー管と海洋構造物と
の相対運動に水平面的に自由度を与えることをいい、変位前後において、水平面上に投影
される相対位置が変化することをいう。
　この構成により、懸吊手段がライザー管の軸方向へ移動することでライザー管の管軸圧
縮方向の相対変位を吸収するとともに、相対的な角変位により海洋構造物とライザー管と
の間の曲げモーメントを逃がすことができる。また、可撓管の周囲に設けられていること
から、懸吊手段を容易にメンテナンスすることができる。
【００１５】
　請求項２の本発明は、請求項１に記載のライザー管の懸吊装置において、複数の前記懸
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吊手段が、前記ライザー管の軸方向の圧縮荷重を伝えない構造とされていることを特徴と
する。
　ここで、「前記ライザー管の軸方向の圧縮荷重を伝えない構造」とは、「ライザー管の
軸方向に前記海洋構造物に対する相対的な自由度を有する」もののうち、弾性体のように
軸方向の圧縮荷重を弱めた上で圧縮荷重を伝達するものが除かれたものをいう。
　この構成により、懸吊手段により瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を吸収することがで
きる。
【００１６】
　請求項３の本発明は、請求項１または２に記載のライザー管の懸吊装置において、前記
自由度付与手段として中間リングを有し、前記懸吊手段が、上部懸吊手段および下部懸吊
手段から構成されており、前記上部懸吊手段が、前記海洋構造物と前記中間リングに係止
されており、前記下部懸吊手段が、前記中間リングと前記ライザー管に係止されているこ
とを特徴とする。
　この構成により、上部懸吊手段、中間リングおよび下部懸吊手段で、管軸圧縮方向の相
対変位を吸収するとともに、曲げモーメントやせん断荷重を逃がすことができる。
【００１７】
　請求項４の本発明は、請求項３に記載のライザー管の懸吊装置において、前記上部懸吊
手段および前記下部懸吊手段をそれぞれ２つずつ備えており、前記上部懸吊手段の２つの
上部懸吊手段係止部は前記中間リングの中心点を介して対向するように配置されており、
前記下部懸吊手段の２つの下部懸吊手段係止部は前記中間リングの中心点を介して対向す
るように配置されており、２つの上部懸吊手段係止部を結んだ直線を含む前記ライザー管
の管軸に平行な面と、２つの前記下部懸吊手段係止部を結んだ直線を含む前記ライザー管
の管軸に平行な面とが、略９０度の角度で交わることを特徴とする。
　この構成により、上部懸吊手段と下部懸吊手段と中間リングの作用で、異なる方向の曲
げモーメントやせん断荷重をスムーズに逃がすことができる。
【００１８】
　請求項５の本発明は、請求項４に記載のライザー管の懸吊装置において、前記上部懸吊
手段係止部および／または前記下部懸吊手段係止部が、回転要素により構成されているこ
とを特徴とする。
　ここで、「回転要素」とは、回転軸を中心として回転可能な要素をいい、例えば、円孔
とシャックル、球面みぞ付軸受け、自在関節機構などにより構成される。
　この構成により、回転要素の回転によって、曲げモーメントの逃がしをよりスムーズな
ものとすることができる。
【００１９】
　請求項６の本発明は、請求項５に記載のライザー管の懸吊装置において、前記回転要素
が同一平面内に位置しており、前記上部懸吊手段係止部の回転要素の回転軸が同一直線上
にあり、前記下部懸吊手段係止部の回転要素の回転軸が同一直線上にあることを特徴とす
る。
　この構成により、曲げモーメントのすべての方向への逃がしをさらにスムーズなものと
することができる。
【００２０】
　請求項７の本発明は、請求項５または６に記載のライザー管の懸吊装置において、前記
上部懸吊手段および前記下部懸吊手段のそれぞれが回転吊り要素をその両端に有しており
、前記上部懸吊手段の有する回転吊り要素の一方が前記海洋構造物の底板アームに他方が
前記中間リングにそれぞれ係止されており、前記下部懸吊手段の有する回転吊り要素の一
方が前記中間リングに他方がライザー管の一部を構成する端部に設けられている可動管の
管アームにそれぞれ係止されていることを特徴とする。
　この構成により、懸吊手段のライザー管の軸方向への移動による管軸圧縮方向の相対変
位の吸収ならびに曲げモーメントおよびせん断荷重の逃がしをよりスムーズなものとする
ことができる。
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【００２１】
　請求項８の本発明は、請求項１乃至７の何れかに記載のライザー管の懸吊装置において
、前記懸吊手段が、２連以上のチェーンであることを特徴とする。
　この構成により、２連以上のチェーンの弛緩によって、瞬間的な管軸圧縮方向の相対変
位を効果的に吸収することができる。
【００２２】
　請求項９に記載の本発明の係留管の連結装置は、海洋浮体構造物を係留する係留管と、
少なくとも前記係留管の軸方向に前記海洋浮体構造物に対する相対的な自由度を有するよ
うに前記係留管を前記海洋浮体構造物に懸吊する複数の懸吊手段と、前記懸吊手段に係合
され前記係留管の前記海洋浮体構造物に対する相対的な角変位や水平方向の相対移動を可
能にする自由度付与手段を備えていることを特徴とする。
　この構成により、懸吊手段が係留管の軸方向へ移動することで係留管の管軸圧縮方向の
相対変位を吸収するとともに、自由度付与手段が相対的な角変位および水平移動を可能と
することで海洋浮体構造物と係留管の間の曲げモーメントおよびせん断荷重を逃がすこと
ができる。
【００２３】
　請求項１０の係留管の連結装置は、請求項９に記載の係留管の連結装置において、前記
海洋浮体構造物が前記係留管によりテンションレグ方式で係留されており、前記海洋浮体
構造物と前記係留管との間に設けられており、前記海洋浮体構造物と前記係留管とを連結
する可撓管を備えていることを特徴とする。
　この構成により、海洋浮体構造物を、例えば、緊急時の海底部レグ切り離し機構を備え
たテンションレグ方式により係留する場合、係留管と海底基礎（テンプレート）を連結す
るアクティヴ・コネクタを遠隔操作するための作動流体の通路として係留管を用いること
ができる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明のライザー管の懸吊装置によれば、洋上浮体などの海洋構造物とライザー管の間
に生じるすべての方向の曲げモーメントをほぼ完全に逃がすと同時に、せん断荷重を効果
的に逃がすことができ、接合部における過大な応力の発生を防止することができる。また
、海洋構造物のロールもしくはピッチ方向の回転運動とライザー管の強い連成運動による
共振などの悪影響を回避することができ、万一海洋構造物とライザー管の接合部などに圧
縮方向の相対変位が生じてもそれを吸収し、接合部やライザー管が座屈しないようにする
ことができる。さらに、懸吊部材が可撓管の外部にあるため、懸吊部材の健全性の検査や
メンテナンスを比較的容易に行うことができ、懸吊部材の腐食や摩耗による管内流体の汚
染なども回避することができる。
　また、懸吊手段が前記ライザー管の軸方向の圧縮荷重を伝えない構成とすれば、懸吊手
段により瞬間的な管軸圧縮方向の圧縮荷重を伝えることなく相対変位を吸収することがで
きる。
　また、自由度付与手段として中間リングを有し、前記懸吊手段が、上部懸吊手段および
下部懸吊手段を備えた構成とすれば、これらにより、ライザー管の管軸圧縮方向の相対変
位を吸収するとともに、海洋構造物とライザー管の間に生じる複数の方向の曲げモーメン
トおよびせん断荷重を逃がすことが可能となる。この場合、２つの上部懸吊手段係止部を
中間リングの中心点を介して対向するように配置し、２つの下部懸吊手段係止部を中間リ
ングの中心点を介して対向するように配置し、上部懸吊手段係止部を結んだ直線を含むラ
イザー管の管軸に平行な面と、下部懸吊手段係止部を結んだ直線を含むライザー管の管軸
に平行な面とが、中間リングの中心付近において略９０度の角度で交わる構成とすれば、
異なる方向の曲げモーメントやせん断荷重の逃がしをよりスムーズなものとすることがで
きる。
　また、前記上部懸吊手段係止部および／または前記下部懸吊手段係止部を回転要素によ
り構成すれば、回転要素の回転によって曲げモーメントをよりスムーズに逃がすことがで
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きる。この場合、回転要素が同一平面上に位置しており、上部懸吊手段係止部の回転要素
の回転軸が同一直線上にあり、下部止部の回転要素の回転軸が同一直線上にある構成とす
れば、すべての方向への曲げモーメントの逃がしをさらにスムーズなものとすることがで
きる。
　また、懸吊手段を、２連以上のチェーンで構成することにより、ライザー管を懸吊する
とともに瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位を効果的に吸収することができ、相対的な角変
位および水平方向の相対移動をより円滑にすることにも寄与することが可能となる。
【００２５】
　本発明の係留管の懸吊装置によれば、懸吊手段が係留管の軸方向へ移動することで係留
管の管軸圧縮方向の相対変位を吸収するとともに、自由度付与手段が相対的な角変位や水
平移動を可能にすることで海洋浮体構造物と係留管の間の曲げモーメントおよびせん断荷
重を逃がすことができ、海洋浮体構造物や係留管などに過大な応力がかかることを防止で
きる。
　また、海洋浮体構造物が係留管により、例えばテンションレグ方式で係留されており、
緊急時の海底部レグ切り離し機構を有する場合、可撓管を備えた構成とすれば、係留管と
海底基礎（テンプレート）を連結するアクティヴ・コネクタを遠隔操作するための作動流
体の通路として係留管を用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】第１の実施形態によるライザー管の懸吊装置の（ａ）正面図および（ｂ）側面図
【図２】第１の実施形態によるライザー管の懸吊装置の要部を示す（ａ）正面側斜視図お
よび（ｂ）側面側斜視図
【図３】洋上浮体底板に中間リングを懸吊する懸吊手段の他の例を示す要部正面図
【図４】中間リングを洋上浮体底板側から見た正面図
【図５】中間リングの斜視図
【図６】懸吊手段および自由度付与手段の他の例を模式的に示す正面図
【図７】懸吊手段および自由度付与手段のさらなる他の例を模式的に示す正面図
【図８】第２の実施形態による海洋浮体構造物をテンションレグ方式で係留する係留管の
連結装置の概略構成を示す正面図
【図９】第２の実施形態による海洋浮体構造物を係留する係留管の連結装置の概略構成を
示す要部正面図
【図１０】２本のチェーンによる従来のライザー管懸吊機構の正面図
【発明を実施するための形態】
【００２７】
〔第１の実施形態〕
　以下に、本発明をライザー管の懸吊装置として実施する形態につき図１～７を参酌しつ
つ説明する。
　図１は本発明の第１の実施形態によるライザー管の懸吊装置２の（ａ）正面図および（
ｂ）側面図である。また、図２は図１に示したライザー管の懸吊装置２の要部を示す（ａ
）正面側斜視図および（ｂ）側面側斜視図である。図１、２に示すように、ライザー管の
懸吊装置２は、ライザー管１を洋上浮体底板（海洋構造物）７に懸吊するものである。ラ
イザー管１、ライザー管の懸吊装置２および洋上浮体底板７の構成について、以下に説明
する。
【００２８】
　ライザー管１は、洋上浮体などの海洋構造物への流体の輸送、または海洋構造物からの
流体の輸送に用いられるものである。海洋構造物へ輸送される流体としては、石油などの
流体資源や海水などが挙げられる。また、海洋構造物から海底などに輸送される流体とし
ては、液化された二酸化炭素などが挙げられる。これらの流体は、液体の状態で輸送され
ることも、固体と液体とが混ざった固相と液相の固液２相の混合物として輸送されること
もある。
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　第１の実施形態においては、ライザー管１は、別体のものとして構成されている可動管
４と延伸管５の接合によって構成されている。また、これらは、可動管４の可動管接合部
１７と延伸管５の延伸管接合部１８において接合している。しかし、ライザー管１は、別
体の管を接合することにより構成されることは必要なく、一体のものとして構成されたも
のとしても良い。この場合、可動管４と延伸管５を接続するために用いられる可動管接合
部１７と延伸管接合部１８は不要となる。
【００２９】
　ライザー管１は、洋上浮体内固定管（海洋構造物）６に接続されている固定管（海洋構
造物）３に、可撓管継手（可撓管）８を介して接続されている。しかし、固定管３を備え
ない構成とすることも可能であり、この場合、ライザー管１は、可撓管継手８を介して洋
上浮体底板７に接続されることとなる。
　また、洋上浮体内固定管６は、固定管３から輸送された液体の洋上浮体内のタンクなど
の設備（図示しない）への輸送に用いられるものであるから、固定管３から洋上浮体内の
タンクなどの設備に直接放出する構成とした場合、洋上浮体内固定管６を省略することも
可能である。
【００３０】
　ライザー管１（可動管４、延伸管５）、固定管３および洋上浮体内固定管６の材料とし
ては、例えば、金属やプラスチックを用いることができる。また、単一の材料により構成
された単層管を用いても、異種材料を複数重ねた積層管を用いてもよい。また、ライザー
管１、固定管３および洋上浮体内固定管６をすべて同じ材料により構成することも、それ
ぞれに異なった材料により構成してもよい。
　上述した各管の外径および厚みは、特に限定されるものではなく、目的や輸送対象に応
じて適宜設定することができる。
【００３１】
　ライザー管の懸吊装置２は、可撓管継手８、中間リング（自由度付与手段）１０、洋上
浮体底板アーム（底板アーム）１１、回転吊り要素（懸吊手段）１２、可撓吊り要素（上
部懸吊手段、チェーン）１３、可動管アーム（管アーム）１４、回転吊り要素（懸吊手段
）１５、可撓吊り要素（下部懸吊手段、チェーン）１６、円孔（上部懸吊手段係止部、回
転要素）１９、円孔（上部懸吊手段係止部、回転要素）２０、円孔（下部懸吊手段係止部
、回転要素）２１および円孔（下部懸吊手段係止部、回転要素）２２を備えて構成されて
いる。以下、これらライザー管の懸吊装置２の構成要素について説明する。
【００３２】
　可撓管継手８は、洋上浮体底板７とライザー管１との間に設けられており、洋上浮体内
のタンクなどの設備への経路となる固定管３と可撓管継手８とを連結し、ライザー管１と
固定管３との間の流体の輸送を可能とするものである。
　可撓管継手８の材料としては、例えば、金属、プラスチック、布（ジュート）などを挙
げることができる。また、単一の材料により構成された単層管を用いることも、異種材料
を複数重ねた積層管を用いることとしてもよい。
　可撓管継手８の形状は、蛇腹管（ベローズ）として、構造的に十分な可撓性を持たせて
いる。他の十分な可撓性を持った構造としては、インターロック管が挙げられる。なお、
金属など硬質材料を用いた場合には、構造的に十分な可撓性を持たせることが必要となる
が、材質が十分に柔軟な材料を用いる場合、単純な円管形状とすることも可能である。
　可撓管継手８の変形性能は、曲げに対する十分な可撓性を有すると同時に、管軸方向の
変位を一定程度吸収し、多少の管軸圧縮方向変位では座屈しないものである。さらに、管
せん断方向（管軸に対して直角方向）の変位に対しても十分な変形性能を有するものであ
る。
　可撓管継手８の外径は、ライザー管１の可動管４の外径および固定管３の外径や、中間
リング１０の内径などとの関係で適宜設定することができる。第１の実施形態では、可撓
管継手８の外径の増減が一定幅内で周期的に繰り返す蛇腹管としているが、これに限られ
ず、外径一定の円筒形や、円錐台の側面のような形状とすることもできる。
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【００３３】
　中間リング１０は、回転吊り要素１２および可撓吊り要素１３を介して洋上浮体底板ア
ーム１１に接続され、回転吊り要素１５および可撓吊り要素１６を介してライザー管１に
接続されており、可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６が伸長した状態において、可
撓管継手８を取り囲む位置に設けられている。
　中間リング１０の材料としては、例えば、金属やプラチック等が挙げられる。ただし、
回転吊り要素１２と係合する円孔２０および回転吊り要素１５と係合する円孔２１には大
きな集中荷重が加わるので、円孔２０および円孔２１は高強度の金属により構成すること
が好ましい。
　中間リング１０の内径は、可撓管継手８の外面と中間リング１０の内面との距離が十分
なものとなるように、十分な余裕を持った大きさのものとされている。これにより、可撓
管継手８が最も大きく撓んだ場合でも、可撓管継手８の外面が、中間リング１０の内面、
回転吊り要素１２、可撓吊り要素１３、回転吊り要素１５および可撓吊り要素１６に接触
しないようにすることができる。
　中間リング１０の形状は、図１、図２に示すように円管状としている。しかし、この形
状に限られるものではなく、可撓管継手８との間隔、強度、回転吊り要素１２および回転
吊り要素１５の自由な回転を確保することができる他の形状とすることも可能である。こ
のような形状としては、例えば、円断面もしくは楕円断面のフープ(輪)形状、複数枚の板
をｎ角形に組んだ板構造（ただし、ｎは４以上の偶数）が挙げられる。
　中間リング１０の厚みは、特に限定されるものではなく、中間リング１０全体としての
強度を確保でき、かつ回転吊り要素１２および回転吊り要素１５が自由に回転することが
可能なものとすればよい。
【００３４】
　洋上浮体底板アーム１１は、洋上浮体底板７にライザー管１を懸吊するための、洋上浮
体底板７側の係合部として用いられるものである。
　洋上浮体底板アーム１１の材質としては、例えば、金属、プラスチックなどが挙げられ
る。円孔１９には大きな集中荷重が加わるので、高強度の金属を用いることが好ましい。
　洋上浮体底板アーム１１は、図１に示すように、洋上浮体底板７からライザー管１側に
突出した板状体として構成されているが、その構造としてはこれに限らず、洋上浮体底板
７と適切な方法により接続されているものであれば良い。
【００３５】
　可動管アーム１４は、洋上浮体底板７にライザー管１を懸吊するための、ライザー管１
側の係合部として用いられるものである。
　可動管アーム１４の材質としては、例えば、金属、プラスチックなどが挙げられる。円
孔２２には大きな集中荷重が加わるので、高強度の金属を用いることが好ましい。
　これら円孔１９、円孔２０、円孔２１、円孔２２は、高強度の金属を部分的に嵌め込ん
だり、部分的に補強して構成してもよい。
　可動管アーム１４は、図１、２に示すように、可動管４の外側面から突出した板状体と
して構成されているが、その構造としてはこれに限らず、可動管４と適切な方法により接
続されているものであれば良い。
【００３６】
　回転吊り要素１２は、可撓吊り要素１３の両端に設けられているものであり、洋上浮体
底板アーム１１の円孔１９および中間リング１０の円孔２０において、その軸部が自由に
回転できる状態で係止されている。回転吊り要素１２と円孔１９との組み合わせ、および
回転吊り要素１２と円孔２０との組み合わせにより回転機能が発揮される。
　回転吊り要素１５は、可撓吊り要素１６の両端に設けられているものであり、中間リン
グ１０の円孔２１および可動管アーム１４の円孔２２において、その軸部が自由に回転で
きる状態で係止されている。回転吊り要素１５と円孔２１との組み合わせ、および回転吊
り要素１５と円孔２２との組み合わせにより回転機能が発揮される。
　回転吊り要素１２および回転吊り要素１５の材料としては、例えば、金属やプラスチッ
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ク等が挙げられる。
【００３７】
　可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６は、ライザー管１に、洋上浮体底板７に対し
て、その軸方向への相対移動を可能にするとともに、この場合は、その可撓性により相対
的な角変位に対応し、水平方向への相対移動も一部可能にするものである。
　水平方向の相対移動のみに注目すれば、可撓性を有していなくても水平移動は可能であ
るが、可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６をチェーン構造とすることにより、ライ
ザー管１の懸吊、瞬間的な管軸圧縮方向の相対変位の効果的な吸収に加え、相対的な角変
位、水平方向の相対移動をより円滑に行うことができる。
　すなわち、可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６として、図１、２に示す２連以上
のチェーンのように、圧縮方向変位が生じると直ちに弛緩し、ライザー管１の管軸方向の
圧縮荷重を伝えない構造のものを用いることにより、ライザー管１の軸方向に洋上浮体底
板７に対する相対的な自由度を与えることができる。
　また、可撓吊り要素１３の両端に設けられている回転吊り要素１２の軸部が円孔１９、
円孔２０内で回転すること、可撓吊り要素１６の両端に接続されている回転吊り要素１５
の軸部が円孔２１、円孔２２内で回転すること、および可撓吊り要素１３、可撓吊り要素
１６自身が撓むことにより、角変位方向および水平方向にライザー管１の洋上浮体底板７
に対する相対的な自由度を与えることができる。
　上述した可撓吊り要素１３および／または回転吊り要素１２と、可撓吊り要素１６およ
び／または回転吊り要素１５により、ライザー管１の管軸圧縮方向の相対変位を吸収する
とともに、中間リング１０を介して可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６が９０度ず
らして配置されることにより、すべての方向の曲げモーメントおよびせん断荷重を逃がす
ことができる。
　可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６の材料としては、例えば、金属やプラスチッ
クなどが挙げられる。
　可撓吊り要素１３および可撓吊り要素１６の形態としては、チェーン、ワイヤー、高強
度ロープ、ばねなどのような引張り荷重に強く、可撓性があり、圧縮方向の変位をある程
度吸収できるものが挙げられる。また、これらを組み合わせたものを用いることもできる
。
【００３８】
　図３は洋上浮体底板に中間リングを懸吊する懸吊手段の他の例を示す要部正面図である
。同図に示すように、洋上浮体底板７の洋上浮体底板アーム１１に中間リング１０を懸吊
する手段として高強度ロープ（上部懸吊手段）３３を用いることもできる。ここでは、そ
の強度を十分なものとするために２本の高強度ロープ３３を用いた例を示しているが、高
強度ロープ３３の強度に応じて、高強度ロープ３３を３本以上用いることや１本のみ用い
ることとしても良い。
　また、高強度ロープ３３を洋上浮体底板アーム１１の円孔１９および中間リング１０の
円孔２０（図１、２参照）に係止するための手段として、高強度ロープ３３はその両端に
回転吊りリング（懸吊手段）３２を備えている。中間リング１０に係止される下側におい
ては、回転吊りリング３２は２つ設けられていて、この２つの回転吊りリング３２により
、管軸圧縮方向の相対変位の吸収と、相対的な角変位、水平方向の相対移動のさらなる円
滑化も行っている。
　なお、図３においては、洋上浮体底板アーム１１と中間リング１０の円孔２０とを接続
するために高強度ロープ３３を用いた例を示したが、高強度ロープ３３を中間リング１０
の円孔２１と可動管アーム１４（図１、２参照）との接続に用いることも可能である。
【００３９】
　図１に示すように、洋上浮体底板接合部９、可動管接合部１７および延伸管接合部１８
は、いずれもボルトとナット（図示しない）を用いたフランジ接合により構成している。
なお、これらの材料として金属を用いる場合には管ねじ継手や溶接を用いることも可能で
あり、プラスチックを用いる場合には管ねじ継手や接着を用いることも可能である。
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【００４０】
　図４および図５に基づいて、中間リング１０の構成についてより詳しく説明する。
　図４は中間リングを洋上浮体底板側から見た正面図である。同図に示すように、可撓吊
り要素１３の端部に設けられている回転吊り要素１２を係止する円孔２０は、中間リング
１０の中心点Ｃを介して対向するように配置されており、２つの円孔２０の中心を結んだ
直線Ａ２０上に、回転吊り要素１２の軸部の回転軸が位置する。また、可撓吊り要素１６
の端部に設けられている回転吊り要素１５を係止する円孔２１は、中間リング１０の中心
点Ｃを介して対向するように配置されており、２つの円孔２１の中心を結んだ直線Ａ２１
上に、回転吊り要素１５の軸部の回転軸が位置する。そして、直線Ａ２０と直線Ａ２１と
は、中間リング１０の中心Ｃにおいて直交している。
【００４１】
　図５は、中間リングの斜視図である。同図では、中間リング１０の軸方向（ライザー管
１の管軸方向と一致、図１、２参照）を直線Ｌで示している。この直線Ｌと直線Ａ２０に
より形成されるライザー管１の管軸に平行な面Ｓ２０と、直線Ｌと直線Ａ２１により形成
されるライザー管１の管軸に平行な面Ｓ２１とは、中間リング１０の中心Ｃにおいて直角
に交差しており、図中にＸで示した面Ｓ２０と面Ｓ２１とにより形成される角度は９０度
である。
　また、円孔２０と円孔２１は、その中心の高さが略等しい高さとなるように構成されて
いる。このため、直線Ａ２０と直線Ａ２１とは中間リング１０の中心Ｃにおいて直交し、
２つの円孔２０と２つの円孔２１は、同一平面Ｓ内に位置している。
　上述した構成により、ライザー管１の曲げモーメントをすべての方向にスムーズに逃が
すことができる。
　なお、円孔２０と円孔２１の中心は、回転吊り要素１２および回転吊り要素１５の軸部
の回転中心に略対応するものであるが、円孔２０、２１と回転吊り要素１２、１５の回転
軸との間には、スムーズな回転を実現する為の隙間がある。このため、円孔２０、２１の
中心の高さを同じにすると、厳密には、当該隙間に対応して回転吊り要素１５の軸部の回
転中心の高さは異なることとなる。また、回転吊り要素１２、１５の回転軸の高さを揃え
た場合、円孔２０、２１の中心の高さが、上記隙間に対応する分だけ異なることとなる。
　しかし、本発明においては、回転吊り要素１２の軸部の回転中心のライザー管１軸方向
の高さの差が、円孔２０のライザー管１軸方向の幅以内である場合、回転吊り要素１２の
軸部の回転中心が略同一直線上にあるという。同様に、回転吊り要素１５の軸部の回転中
心のライザー管１軸方向の高さの差が、円孔２１のライザー管１軸方向の幅以内である場
合、回転吊り要素１５の軸部の回転中心が略同一直線上にあるという。
　そして、回転吊り要素１２および回転吊り要素１５の軸部の回転中心が、円孔２０およ
び円孔２１のライザー管１軸方向の一方端を結んで形成される平面と、円孔２０および円
孔２１のライザー管１軸方向の他方端を結んで形成される平面との間に存在する場合、こ
れらが略同一平面内に位置しているという。
【００４２】
　上述した説明では、ライザー管１と洋上浮体底板７との間に中間リング１０を介在させ
、ライザー管１を洋上浮体底板７に間接的に懸吊する構成を示した。しかし、ライザー管
１を洋上浮体底板７に懸吊する構成はこれに限られず、ライザー管１を洋上浮体底板７に
直接懸吊することとしても良い。
　図６は、懸吊手段および自由度付与手段の他の例を模式的に示す正面図である。同図に
示した例においては、洋上浮体底板７と可動管アーム１４とが、中間リング１０を介在さ
せることなくワイヤー（懸吊手段）４３により直接に結びつけられており、ライザー管１
が洋上浮体底板７に直接懸吊されている。
【００４３】
　また、洋上浮体底板７とワイヤー４３、および可動管アーム１４とワイヤー４３とは、
球面溝つき軸受け構造より、ライザー管１が洋上浮体底板７に対して水平方向に相対移動
することを可能としている。すなわち、ワイヤー４３の両端は、洋上浮体底板７および可
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動管アーム１４に設けられている球面溝（自由度付与手段、回転要素）４１内側の溝形状
に沿った表面形状を有する球体４２に接続されているから、球体（自由度付与手段、回転
要素）４２が球面溝４１内面を摺動することにより、ライザー管１に洋上浮体底板７に対
する水平方向の変位および角変位についての自由度を付与することができる。なお、両者
の間にベアリング（図示しない）を設けることにより、球体４２が球面溝４１内面をより
スムーズに摺動させることができる。
【００４４】
　また、球面溝４１は、ライザー管１の軸方向に空間を備えていることから、ライザー管
１の軸方向の急激な圧縮力が加えられたときには、球体４２がライザー管１の軸方向に移
動することにより、その力を吸収することも可能である。このため、ワイヤー４３として
可撓性の無いものを用いても、球面溝４１の軸方向の空間分に対応する軸方向の自由度を
ライザー管１に付与することができる。
　なお、係止部の形状により軸方向の自由度をライザー管１に付与するには、たとえば、
円孔１９～２２の上半分または下半分を半円形とし、回転吊り要素１２および回転吊り要
素１５の回転軸を所定の回転軸で回転させるとともに、下半分または上半分をライザー管
１の軸方向に長い溝形状とすることにより、当該溝形状の長さに対応した軸方向の自由度
をライザー管１に付与することができる。
【００４５】
　図７は懸吊手段および自由度付与手段のさらなる他の例を模式的に示す正面図である。
同図に示すように、可撓吊り要素１３の洋上浮体底板７側に自在関節機構（自由度付与手
段、回転要素）５１を備えた構成により、ライザー管１と洋上浮体底板７との相対的な角
変位および水平方向変位を可能にしている。
　この場合、懸吊手段の一部を成す回転吊り要素１２と、回転要素としての自在関節機構
５１は別体に設けた構成であり、主として回転機能は自在関節機構５１により発揮される
。
【００４６】
　なお、回転吊り要素１２、１５は条件が満たされるのであれば、自由度付与手段、上部
係止部、回転要素の一部を構成しているともいえる。
　また、可撓吊り要素１３、１６は、前述のように剛性条件が見たされるならば、自由度
付与手段の一部とみなしてもよい。
　他の例や、以下の第２の実施形態においても、構成は複数の機能を兼ねることができる
。
【００４７】
〔第２の実施形態〕
　本発明の第１の実施形態として説明したライザー管の懸吊装置２（図１、２参照）は、
海洋浮体構造物を係留する係留管の連結装置としても用いることができる。そこで、ライ
ザー管の懸吊装置２を係留管の連結装置として用いた本発明の第２の実施形態について、
以下に説明する。なお、第２の実施形態においては、第１の実施形態の説明において説明
した部材については、同じ番号を付して説明を省略する。
【００４８】
　図８は第２の実施形態による海洋浮体構造物をテンションレグ方式で係留する係留管の
連結装置の概略構成を示す正面図である。同図に示すように、テンションレグ方式による
係留は、海洋浮体構造物１０１を、海底Ｇに打設した海底基礎１０２に接続されたテンド
ンと呼ばれる係留管１０３により釣り合い位置よりもさらに海面Ｌの下方まで強制的に半
没水させることにより、海洋浮体構造物１０１に対して下向きの強い力を加えて、安定し
た状態を確保するものである。
　海洋浮体構造物１０１と係留管１０３との接続にライザー管の懸吊装置２を用いること
により、海洋浮体構造物１０１と係留管１０３との間に発生するすべての方向の曲げモー
メントをほぼ完全に逃がすとともにせん断荷重も逃がし、瞬間的な管軸圧縮方向の相対変
位を吸収することができる。なおかつライザー管を懸吊する強度部材が管の外部に設けら
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れていることから、その検査やメンテナンスを容易に行うことが可能となる。
【００４９】
　図８に示したテンションレグ方式による係留で、緊急時の海底部レグ切り離し機構を有
する場合には、可撓管継手８を備えたライザー管の懸吊装置（係留管の連結装置）を用い
ることにより、係留管１０３内の流体を海底基礎１０２と係留管１０３とを接続するアク
ティヴ・コネクタ（図示せず）を遠隔操作するための作動流体として用いることができる
。
　ただし、テンションレグ方式による係留で係留管内の作動流体を必要としない場合や、
より一般的な係留管（単に係留するだけ）の場合、係留管１０３を管外の海水に対して水
密な状態に保つことは必要ない。このため、図９に示したように、ライザー管の懸吊装置
２を可撓管継手８がないものとして構成することも可能である。すなわち、固定管３と可
動管４が分離していて、係留管１０３内部が海水成り行きであるいわゆる間節構造のもの
としてライザー管懸吊装置２を構成することも可能である。
【産業上の利用可能性】
【００５０】
　本発明は、水、油、ガスなどの流体資源を海底または海中から海洋構造物まで輸送する
ために使用されるライザー管の懸吊装置に利用でき、特に海洋深層水などの海水を洋上の
各種浮体に取り込む取水用ライザー管や、海底油田や海底ガス田などの海底資源掘削抗口
と洋上の備蓄生産設備などとを繋ぐ生産用ライザー管に適している。
　また、二酸化炭素などの流体を海洋構造物から海底または海中まで輸送するために使用
されるライザー管の懸吊装置としても利用が可能である。
　また、ライザー管以外でも、例えば緊張係留型浮体（Tension Leg Platform：TLP）の
洋上浮体と管状のテンドン（垂直緊張係留ライン）の接合部、あるいは前記テンドンと海
底の前記テンドン固定用海底基礎（テンプレート）の接合部のように、各種構造体とそれ
に連結して引張荷重を及ぼす管体との間に生じる曲げモーメントを逃がしたい場合に利用
可能である。
【符号の説明】
【００５１】
１　ライザー管
２　ライザー管の懸吊装置（係留管の連結装置）
３　固定管（海洋構造物）
４　可動管（ライザー管）
５　延伸管（ライザー管）
６　洋上浮体内固定管（海洋構造物）
７　洋上浮体底板（海洋構造物）
８　可撓管継手（可撓管）
１０　中間リング（自由度付与手段）
１１　洋上浮体底板アーム（底板アーム）
１２　回転吊り要素（懸吊手段）
１３　可撓吊り要素（上部懸吊手段、チェーン）
１４　可動管アーム（管アーム）
１５　回転吊り要素（懸吊手段）
１６　可撓吊り要素（下部懸吊手段、チェーン）
１９　円孔（上部懸吊手段係止部、回転要素）
２０　円孔（上部懸吊手段係止部、回転要素）
２１　円孔（下部懸吊手段係止部、回転要素）
２２　円孔（下部懸吊手段係止部、回転要素）
３２　回転吊りリング（懸吊手段）
３３　高強度ロープ（上部懸吊手段）
４１　球面溝（自由度付与手段、回転要素）
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４２　球体（自由度付与手段、回転要素）
４３　ワイヤー（懸吊手段）
５１　自在関節機構（自由度付与手段、回転要素）
１０１　海洋浮体構造物
１０３　係留管
 

【図１】
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【図２】



(17) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図３】



(18) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図４】



(19) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図５】



(20) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図６】



(21) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図７】



(22) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図８】



(23) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図９】



(24) JP 2012-13191 A 2012.1.19

【図１０】



(25) JP 2012-13191 A 2012.1.19

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 3H023 AA01  AB07  AC64  AC73 
　　　　 　　  3H104 JA07  JB02  JC01  JD09 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

